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資産の運用・活用資産の運用・活用 　～　相続法　～　～　相続法　～

大改正した相続法のおさらい

　平成３０年に大改正があった相続法。高齢化が

進展するなどの社会経済の変化に対応し、ルール

が大きく見直されています。今一度改正点を見直

し、相続対策を考えてみましょう。

　被相続人の死亡により残された配偶者の生活へ

の配慮等の観点から下記の変更がありました。

【1】配偶者居住権

　配偶者居住権とは、亡くなった人名義の自宅

　に同居していた配偶者が、終身又は一定期間

　その建物を無償で使用することができる権利

＜事例＞相続人が妻及び子。遺産は自宅（2,000

万円）及び預貯金（3,000 万円）だった場合。

妻と子の相続分＝１：１（2,500 万円ずつ）

　●改正前●

　配偶者が居住建物を取得する場合は、他の財産

を受け取れなくなってしまう。

　

　

　●改正後●

　配偶者は自宅での居住を継続しながら他の財産

も取得できる。

❆ 残された配偶者の生活への配慮等

❆ 相続をめぐる紛争防止

【2】自宅の生前贈与が特別受益の対象外に

　以前は、配偶者に自宅の遺贈または贈与をしても

遺産の先渡し（特別受益）と判断され、遺産分割時

に受け取る財産の総額から先渡し分が差し引かれて

いました。改正では、特別受益としないようになり

ました。ただし、適用されるのは婚姻期間が２０年

以上の夫婦限定です。

　

　遺言の利用を促進し、相続をめぐる紛争を防止す

る観点から下記の変更がありました。

【1】自筆証書遺言の方式緩和

　●改正前●　

　全文を自書する必要がある。

　●改正後●

　添付する財産目録はパソコンで作成ＯＫ

　通帳コピーでもＯＫ

　※偽造防止のため各頁に署名押印必要。

【2】法務局で自筆証書遺言が保管可能に

　自筆証書遺言の自宅保管はリスク（紛失・書換）

が大きく、遺族の争いのきっかけになりかねません。

手数料はかかりますが、安心です。

　

　

　

住む場所はあるけど、

生活費が不足しそうで

不安…

自宅（2,000 万円）
預貯金 500 万円

預貯金 2,500 万円

配偶者居住権
（1,000 万円）
預貯金 1,500 万円

負担付き所有権
（1,000 万円）
預貯金 1,500 万円

住む場所もあって、

生活費もあるので、

生活が安心！

全部の手書きは

負担が重い…
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　相続人以外の被相続人の親族が無償で被相続人の

療養看護等を行った場合には、相続人に対して金銭

の請求をすることができます。

＜事例＞亡き長男の妻が、被相続人の介護をしてい

た場合。

　●改正前●

　被相続人が死亡した場合、相続人（長女・長男）

は、被相続人の介護を全く行っていなかったとして

も、相続財産を取得することができる。

　他方、相続人以外の者は、被相続人の介護に尽く

しても相続財産を取得することができない。

　

　●改正後●

　相続開始後、長男の妻は相続人（長女・長男）に

対して、金銭の請求をすることができる。

❆ 預貯金の払戻し制度

　預貯金が遺産分割の対象となる場合、各相続人は

遺産分割が終わる前でも、一定の範囲で預貯金の払

戻しを受けることができます。

　●改正前●

　生活費や葬儀費用の支払、相続債務の弁済などの

資金需要がある場合にも、遺産分割が終了するまで

の間は、被相続人の預金の払戻しができない。

　●改正後●

　預貯金債権の一

定割合（金額によ

る上限あり）につ

いては、家庭裁判

所の判断を経なく

ても払戻し可能。

　

【1】遺留分侵害額請求権

　遺留分を侵害された者は、

遺贈や贈与を受けた者に対

し、遺留分侵害額に相当す

る金銭の請求ができます。

【2】支払期限の猶予

　遺贈や贈与を受けた者が金銭を直ちに準備するこ

とができない場合には、裁判所に対し、支払期限の

猶予を求めることができます。

【3】遺留分の算定方法

　家計の支援などをのぞいて、相続人への生前贈与

はすべて遺留分の計算対象に含まれていましたが、

過去１０年以内の生前贈与に限定されます。

　人生１００年時代。老後の生活が長くなると

いうことは、その分必要なお金も多くなります。

残される人のためにも揉めない相続対策を考え

ていきましょう！

❆ 特別寄与制度

❆ 遺留分制度




